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電力市場価格高騰問題を 
　　　　自動車レースに例えると…

相対取引市場調達

■ 1次事象：道路に穴が空いた！ 
■ 異常事態？ 予見可能？ レース続行か？  
■ 何故穴が空いたのか？ 
■ 穴を開けたのは誰か？ 故意か過失か？  

■ 2次事象：穴を塞ぐには？ 
■ 未然に防ぐ措置はあったか？ 
■ すぐ塞ぐ措置はあったか？ 

■ 3次事象：穴を落ちた車は？ 
■ 穴に落ちた車は助ける？自己責任？ 
■ 穴に落ちない努力や工夫は？
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論点整理: 価格高騰の発生要因

■ 1次事象：発電事業者 
■玉出し抑制→長期玉切れ状態→市場異常 

■ 2次事象：市場運営者 
■市場支配力監視の未成熟性 
■インバランス料金制度の未成熟性 

■ 3次事象：小売事業者 
■買い争い 
■デマンドレスポンスの不備

5



+
市場玉切れ長期持続の異常性
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市場玉切れの回数
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異常状態が3週間も続く



+
海外の価格スパイクの事例 
(2021年2月米国テキサスの事例)
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(出典) https://lawandcrime.com/high-profile/unfathomable-biggest-power-cooperative-

in-texas-hit-with-2-1-billion-post-outages-bill-files-for-chapter-11-bankruptcy/

実際に 
供給支障 
(輪番停電) 
が発生。 
その間、 
価格高騰は 
あったが 
7日で収束



+海外の価格スパイクの事例 
(2019年8月米国 
テキサスの事例)
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(Source) https://www.spglobal.com/platts/en/market-insights/latest-news/electric-power/040920-ercot-sets-april-
peak-demand-record-real-time-prices-spike-into-300smwh-at-same-time


https://www.spglobal.com/platts/en/market-insights/latest-news/electric-power/081619-analysis-ercots-price-
surge-may-have-hurt-some-retail-electricity-providers-experts

価格高騰は短時間 
かつ4日で収束
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海外の価格スパイクの事例 
(2016/17年仏原発供給支障)
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(Source) J. Ellison: Challenging Winter Ahead for Triad Season (2017) 

https://www.eic.co.uk/tag/energy-market/


OFFGEM: State of Energy Market 2017 Report (2018)

https://www.ofgem.gov.uk/system/files/docs/2017/10/state_of_the_market_report_2017_web_1.pdf

51

State of the energy market report

Significant price spikes observed

The structure of the wholesale electricity market 
is competitive overall, and should support good 
outcomes. Opportunities could nevertheless arise for 
some generators to exercise market power. 

In 2016-17, the frequency of price spikes in the 
Balancing Mechanism, which National Grid uses to 
balance electricity supply and demand, increased 
significantly (Figure 2.31). Margins were somewhat 

tighter in 2016-17 compared with previous years.59  
This has meant that in certain periods competition 
may not have been as strong, potentially leading to 
more peaky and volatile prices.60 Price spikes can be 
understood as part of efficient price formation when 
they are the result of tight adequacy margins. They can 
send useful signals to investors, for instance, about the 
characteristics of the capacity required by the market, 
which we reinforced through our Electricity Balancing 
Significant Code Review.

If not driven by (unmanipulated) market conditions, price 
spikes could indicate market abuse. To ensure against 
this, Ofgem scrutinises market behaviour to distinguish 
price spikes that reflect actual market conditions from 
those that could mean market abuse. Where there 
is evidence of this, Ofgem can take action under the 
Competition Act, the Transmission Constraint Licence 
Condition and the EU regulation on energy market 
integrity and transparency (REMIT).61  

Diverse supplies are dispatched largely according 
to relative costs, but with room for improvement

The GB generation mix is diverse. Fuel sources include 
coal, nuclear, wind, solar, oil, hydro, bioenergy, gas, 
pumped storage and net imports via interconnectors. 
Coal-fired generation has declined significantly, while 
government subsidies have fuelled a large increase in 
renewable generation. GB trading arrangements have 
been designed to bring about efficient deployment of 
resources. Figure 2.32 shows that gas (CCGT) and coal 
tend to displace each other according to their relative 
cost advantage, and is consistent with competitive 
forces driving the efficient deployment of resources. 

Figure 2.31 Frequency of high system buy prices

59 The average out-turn margin during the tightest 50 hours of each financial year has fallen steadily since 2013/14 with a cumulative 16% reduction  
 by 2016-17 (as measured by reported maximum export limits, using Bloomberg data).
60 Note that the energy transition could also weaken market power in other periods. For instance, analysis of the Italian wholesale market suggests  
 that market power was weakened by renewable penetration during peak hours over 2010 to 2013. See http://www.eprg.group.cam.ac.uk/wp- 
 content/uploads/2017/06/1711-Text.pdf 
61 In December 2016, we published a letter outlining our position on the interaction between the pricing of scarcity in the wholesale energy markets  
 and potential market conduct issues. See https://www.ofgem.gov.uk/publications-and-updates/open-letter-scarcity-pricing-and-conduct- 
 wholesale-energy-market.

このような定量 
評価が日本でも必要

約150～220円/kWh

発生頻度 
4回×30分



+日本の長期高騰頻度分布比較 

(データソース) JEPX: 取引結果, 2018～2020年度 http://www.jepx.org/market/index.html
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太陽光発電の影響
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3 

 
図 9 9エリア合計の月間需要電力量（12月と 1月）       図 10 9エリア合計の月間需要電力量（7月と 8月） 

 

2016年度～2020年度の太陽光と風力の発電出力[kW]と発電電力量[kWh] 
  9エリア合計の太陽光発電設備容量は、2020年 11月末で 58.81GWと 2019年 11月末より 5.82GW（約 10％）増加しており、風力発電設備容

量は、2020年 11月末で 4.54GWと 2019年 11月末より 0.24GW（約 5％）増加している。太陽光発電の時系列データ（月日基準）を図 11に、太

陽光の発電出力デュレーションカーブを図 12に、太陽光の最大出力を図 13に、太陽光の発電電力量を図 14に、太陽光と風力の電力量供給状況を図

15に、太陽光と風力の合計発電出力デュレーションカーブを図 16に示す。 

 

冬季は、夏季に比して太陽光発電の発電出力が少なく、風力発電の発電出力が多くなる。2020年度は太陽光の設備容量が風力の設備容量の約 13倍

であるが、将来この比率が小さくなると風力発電と太陽光発電の補完特性iiにより、より安定的な電力供給が可能になると言える。年度毎の傾向を見る

と日々の違いはあるものの月間では、年度による設備容量増加率を上回る最大発電出力・発電電力量増加率となっている。2020年 12月の風力と太陽

光の合計値では、2019年 12月に比して、最大発電出力が約 12％増加し、発電電力量は約 19％増加している。2021年 1月は 2020年 1月に比して

最大発電出力が約 25％増加し、発電電力量は約 20％増加していた。また、需要電力量に対する電力供給率も、2020年度は 2019年度より需要電力量

が増えているにもかかわらず、12月と 1月の合計値では約 0.8％増加していた。 

 

日々における太陽光・風力の発電出力の違いは、日々の電力需要の違いと同じく年間を通じて生じている。また、次節に示す通り、翌日の電力供

給・供給力計画は、多少の誤差があるものの電力需要の予想（気温、平日と休日などがベース）と再エネの出力抑制指令にも対応した再エネの出力予

想（日射強度、風況がベース）を基としており、需要電力の増減と再エネの出力増減による影響は予想誤差範囲で考慮されていると言える。更に、前

述の通り最大需要発生時刻は、太陽光の出力が 10～20％程度の 9時、ゼロ％の 17時または 18時であることにも留意する必要がある。 

 
図 11 9エリア合計の太陽光発電の発電出力（月日基準）     図 12 9エリア合計の太陽光の発電出力デュレーション 

 
図 13 9エリア合計の太陽光発電の最大発電出力          図 14 9エリア合計の太陽光発電の発電電力量  
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太陽光
が原因 
ではない

当初は太陽光のせいとい
う見解も見られたが…、
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LNG在庫との関係
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LNGの在庫の推移
z 12月上旬までは冬季の需要増に備え、LNG在庫量は全国的に増加傾向であったが、電力需要
が例年に比べて大幅に増えたこと等により、12月中旬以降大幅に下落。

z 1/10頃が在庫下振れのピークであり、12月上旬の水準までは戻っていないものの、在庫量は回
復傾向。

単位：万トン

減少傾向
増加傾向

電力会社所有LNGの在庫推移

15※旧一般電気事業者へのヒアリングを元に資源エネルギー庁作成

増加傾向

(出典) 経済産業省: 第29回 電力・ガス基本政策小委員会, 資料4-1, 2021年1月19日 
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/029_04_01.pdf

1/19にようやく
一部公開
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グロスビディングの影響
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検証②：旧一電のグロス・ビディングについて

z この期間において、旧一電・JERAの売り入札量が減少した要因の一つは、同時期から一部の旧
一電が、自主的取り組みとして行っていたグロス・ビディング*1による売買入札を取りやめていたこと。
（12月中旬以降では、関西電力、中国電力、北陸電力の3社が一定期間グロス・ビディングを取り
やめ）

z これら３社は、グロス・ビディングの売り入札量と買い入札量を同程度に減らしており（次頁参照）、
ネットの約定量水準は不変のため、約定価格への影響は極めて限定的と考えられる。

*1 グロス・ビディングは、旧一電の自主的取組であり、市場で売り札と買い札の双方を入れ、自己約定が生じることによって市場の流動性を高める等の取組。
売り札の約定が発生した際に自社供給力が不足する場合には、確実に買い戻せる価格での高値買い戻しが行われている。

⇒今冬にグロス・ビディングをとりやめた各社の考え方・運用等について、本日のヒアリングにて確認。
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売り入札量（単位：kWh)

スポット市場へ売り入札量の変遷
（2020年12月1日～2021年2月1日）

旧一電・JERA
新電力（電源開発を含む）

関西・中国・北陸のグロスビディング売入札量を控除

※ 各社報告データより事務局作成。 8
(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第56回制度設計専門会合, 資料3-1 (2021年2月25日) 
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関西電力 
および 
中国電力の 
グロス 
ビディング

15

9

関西電力：グロスビディングの入札量、約定量 単位:MWh/h北陸電力：グロスビディングの入札量、約定量 単位:MWh/h

中国電力：グロスビディングの入札量、約定量 単位:MWh/h

（参考）３社のグロス・ビディングの実施状況について

9

関西電力：グロスビディングの入札量、約定量 単位:MWh/h北陸電力：グロスビディングの入札量、約定量 単位:MWh/h

中国電力：グロスビディングの入札量、約定量 単位:MWh/h

（参考）３社のグロス・ビディングの実施状況について

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第56回制度設計専門会合, 資料3-1 (2021年2月25日) 
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関西電力原子力発電所の定期点検 16

2020年度 
当初計画

2020年 2021年

4月 5月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 ２月 2月

高浜3号機 ～4/4 8/2 ～ 12/22

高浜4号機 10/7 ～2/10

大飯3号機 5/8 ～ 7/15

大飯4号機 10/26 ～1/9

2020年 
12月時点

2020年 2021年

4月 5月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 ２月 2月

高浜3号機 蒸気発生器のトラブルにより点検遅延

高浜4号機 10/7 ～2/10

大飯3号機 配管のトラブルにより点検遅延

大飯4号機 11/3 ～ 1/9

冬季ピーク
に稼働せず

(出典) 原子力資料室: 原発の定期点検長期化が卸電力市場価格高騰の原因か －巨大電源の隠れたリスク－ (2021.5)



+
グロスビディングについての議論①

17

グロスビディングの意義 

23 

z イギリスでは売買同量を許容する手法がとられている。Nord Poolでは、発電・小売間で入札情報を共有せず、
それぞれの収益最大化を目指し入札する手法がとられる。いずれも、透明性向上が大きな意義とされている。 

໭Ḣ䠄Nord Pool䠅䛷䛾⌧状䝖䝺䞁䝗 䜲䜼䝸䝇䠄N2EX䠅 

䝛䝑䝖䝡䝕䜱䞁䜾 
Volume 

Price 

Volume 

Price 

Separate Bid䠖 
Ⓨ㟁㒊門䛸ᑠ኎
㒊門㛫䛷䚸ධᮐ
㔞䞉౯᱁䛾᝟ሗ
䜢ඹ᭷䛫䛪 

制
度
の
意
義 

• 売買同量が基本であるため、直ちに流動性増加の効果を生むかは
議論が分かれるが、市場取引の透明性を向上させることには大きな
意義があるとの共通認識。 

• 一方流動性増加により、取引所の指標性が向上（価格ボラティリ
ティの低減）し、取引所価格を参照した先物市場等も含めた広義
の市場活性化に資するとの意見も存在。 

• 発電側と小売側が、それぞれ経済合理的行動を行うことで、広域メ
リットオーダーの形成に寄与。 

• 既にNord Poolは高い流動性を獲得済みであるが、グロスビディング
により発電・小売それぞれの透明性を向上させることが目的となる。 

事
業
者 

メ
リ
ッ
ト 

• 社内手続の簡素化、会計透明性、需給運用上のオペレーショナルリスク低減、発電・小売双方における取引自由度向上、等の効用があるとされ
ている。 

Source: Nord Pool ”Gross Bidding Agreement”、Utility week（英）、Nord Pool Spot、Ofgem、SSE、等、各社HP、公表資料より事務局まとめ 

活
用 

状
況 • 大手6社の内、SSE100%、他社は30%をグロスビディングで売買。 

注：売買入札価格はイメージ。入札価格の制約・ルール等は今後精査予定。
ただし、全量の買戻しが許容されている模様であり、成り行き買い（必ず買い
戻せるであろう高価格での入札）が可能なのではと推察。 

Balanced Bid䠖 
Ⓨ㟁㒊門䛾኎䜚ධ
ᮐ㔞䛸ྠ㔞䜢䚸ᑠ
኎㒊門䛜㈙䛔ᡠ䛩
䛣䛸䜢チ容 

䜾䝻䝇䝡䝕䜱䞁䜾 

⤖ᯝ䚸Ⓨ㟁䞉ᑠ኎䛜ྛ䚻䛾཰┈
᭱኱໬䜢┠ᣦ䛧䚸⤒῭合⌮ᛶ䜢
ᦆ䛺䜟䛪㏱明ᛶྥୖ䛜ᅗ䜙䜜䜛 䜾䝻䝇䝡䝕䜱䞁䜾 

䜾䝻䝇䝡䝕䜱䞁䜾䜢⾜䛖事業者䛷
䛿䚸Ⓨ㟁䛿⮬♫䛾඲㔞䜢ྲྀᘬᡤ
䜈኎㟁䛧䚸ᑠ኎䛿⮬♫㟂せྥ䛡
䛾඲㔞䜢ྲྀᘬᡤ䜘䜚ㄪ㐩 

• 2006年頃より導入され、多様な事業者に活用されている。 

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第8回制度設計専門会合, 資料6 (2016年6月17日) 



+
グロスビディングについての議論②
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グロス・ビディングの買戻し状況

22

z グロス・ビディングでは、自社需要を超え供給力が不足する場合には、確実に買戻せる価格で高値買戻しを実
施することが予め予定されているため、同取組を拡大させている事業者ほど高値買戻しの割合が高くなる。この
ため、高値買戻し自体に問題がある訳ではない点は注意が必要。

z 他方、不必要な高値買戻しが行われると、グロス・ビディングに期待される効果が実現できないばかりか、状況次
第では、市場への出し惜しみと同様の効果を生じさせる危険性もあるため、旧一般電気事業者の買い入札に
ついては、委員会事務局において継続的にモニタリングを実施することとしてはどうか。

A電力 B電力 C電力 D電力 E電力 F電力 G電力 H電力 I電力 9社平均

7月 0.0% 3.6% 0.0% 16.3% 0.0% 5.6% 0.0% 0.0% 5.2% 3.4%

8月 0.0% 0.0% 1.6% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 1.3%

9月 0.0% 0.0% 0.0% 7.8% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9%

10月 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 7.0% 2.7%

11月 0.0% 2.5% 4.2% 12.4% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 2.6% 2.5%

12月 0.0% 8.1% 37.4% 19.2% 0.0% 6.6% 0.0% 0.0% 8.9% 8.9%

期間平均 0.0% 2.4% 7.2% 13.4% 0.0% 2.3% 0.0% 0.0% 4.3% 3.3%

限界費用よりも相当程度高い価格で買い入札を入れたコマ数の割合

23

グロス・ビディングの取引体制
z グロス・ビディングの社内取引体制については、旧一般電気事業者9社全てにおいて売買入札を同一担当者

が実施しており、売買入札価格の情報遮断は行われていない。
z ただし、各社は売買入札を限界費用ベースで行っており、情報遮断が行われている場合と同様に、発電・小売

それぞれの経済合理性に基づく入札が期待できると考えられる。

H電力

I電力

グロス・ビディングの入札担当

D電力

E電力

F電力

G電力

A電力

B電力

C電力

売買入札の担当者は同一

売買の入札は，同一の担当者にて入札

売買入札の担当者は同一

売買入札担当者は同一

同じ入札担当者がグロス・ビディングの売り入
札、買い入札両方を実施

売買入札の担当者は同一

入札は，売買ともに同一の者が担務

売買入札の担当者は同一

売買入札の担当者は同一

売買入札における情報遮断の有無

買い入札担当者がグロス・ビディングの売り入札情報を了知することが
できるが、売買入札を限界費用ベースで実施

売買の入札を同一の部署で実施しているが，売買の入札価格は全て
限界費用ベースで実施

売買入札の担当者は同一であるが、買い入札価格については限界費
用ベースにて設定

グロス・ビディングの売り入札情報を了知することができるが、限界費用
ベースでの買い入札を全ての時間帯で実施

グロス・ビディングの売り入札情報を了知することができるが，売買の入
札価格においては，限界費用ベースで入札

グロス・ビディングの売り入札情報を了知することができるが、限界費用
ベースで入札を実施

買い入札担当者は，売り入札情報を知ることが可能
入札は，売買ともに限界費用ベースで実施

売り入札情報を買い入札担当が了知することができるが，売買入札を
限界費用ベースで実施

買い入札担当者は売り入札情報を知っているが、売り入札は限界費用ベー
スで機械的に行っており、恣意性が介入する余地はない

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第28回制度設計専門会合, 資料4 (2018年3月29日) 

「出し惜しみと同様の効果を生じさせる危険性」「情報遮断は行われて
ない」など、現状制度に問題点があることは既に認識されいた。



+
市場行動に関する広域機関の見解
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(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第46回制度設計専門会合資料9, 2020年3月31日 
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/046_09_00.pdf 

発電利潤最大化行動と卸売の内外無差別性の理論上の考え方①
z 発電から得られる利潤を最大化する行動※1、すなわち卸電力取引所市場、社外への

相対卸取引、社内取引※2等の卸売先から、社内外問わず最も有利な条件で取引す
るという経済合理的な行動がとられていれば、おのずから卸売価格の社内外無差別性
が確保され※3 、電源アクセスのイコールフッティングが実現することになると考えられる。
※1 なお、ここでいう利潤とは、短期的な利潤のみを指すものではなく、中長期的な観点も含めた利潤を指す。

※2 発電事業と小売事業を分社化している会社については、グループ内の卸取引を指す。以下同じ。

※3 なお、卸売価格の社内外無差別性を実現するための方策としては、これ以外の方策も考えられる。

z こうした観点からは、旧一電における社外への卸供給の交渉※4や、スポット市場等への
入札（グロスビディング含む） ※5については、発電部門が、自社小売部門から独立し
た意思決定の上で実施することが望ましいと考えられる。
※4 社外への卸供給の交渉については、発電部門など小売事業の利益増大を目的としない部門が行うことが望ましいこと等

を整理し、旧一般電気事業者に対し自主的な取組を進めるよう要請を行ったところ。（2019年8月）

※5 このような形で発電部門・小売部門の双方が独立してスポット市場等への入札を行った結果として自己約定が生じた
場合、社内取引価格が市場を通じて形成されるため、社内取引価格の透明性が向上することとなる。

19



+
独占禁止法抵触に関する公正 
取引委員会および経済産業省の見解

■区域において一般電気事業者であった発電事業者等が、単独で、不当に卸電
力取引所に電力を投入しない又はその数量を制限することにより、他の小売
電気事業者が卸電力取引所において電力を調達することができず、その事業
活動を困難にさせるおそれがあるなどの場合には、独占禁止法上違法となる
おそれがある（私的独占、取引拒絶等）。 
■区域において一般電気事業者であった発電事業者等が、他の発電事業者等と
共同して、正当な理由なく卸電力取引所に電力を投入しない又はその数量を
制限することは、他の小売電気事業者が卸電力取引所において電力を調達す
ることができず、その事業活動を困難にさせるおそれがあることから、独占
禁止法上違法となるおそれがある（私的独占、取引拒絶等）。 
■また、区域において一般電気事業者であった発電事業者等が、他の発電事業
者等と共同して、卸電力取引所に投入する電力の数量を制限し、卸電力取引
所における適正な価格形成を妨げることなどにより、競争を実質的に制限す
る場合には、独占禁止法上違法となる（私的独占、不当な取引制限）。

20

(出典) 公正取引委員会・経済産業省:  適正な電力取引についての指針, 2020年10月7日   
https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf



+
市場支配力の監視

■ NYISOの市場監視・分析担当者には、市場支配力の 
行使をタイムリーかつ正確に察知し、これを低減させ 
る責務がある。 

■ NYISOでは、市場支配力低減措置の目的を「市場価格への不
要な干渉を可能な限り回避した上で、市場競争を阻害・歪曲
しうるような人為的行為による影響を低減すること」と定義
しており、具体的には以下のケースを挙げている。 
■ ① 物理的な出し惜しみ: 発電設備で本来提供可能な売入札・発電計画を
意図的にNYISOに提出しないこと 

■ ② 経済的な出し惜しみ: 発電設備が出力配分信号指令を受けないよう
に、また市場の約定価格に影響を与えることを目的に、不当に高音の売
入札を提出すること 

■ ③非経済的な電力供出: 本来非経済的な発電設備であるにもかかわら
ず、送電混雑を起こすため、ひいてはそれによって利益をえるために、
意図的に発電設備の出力を上昇させるような入札行動を行うこと

(出典) 米国送電システム研究会: 米国型送電システム ～グローバル時代の最新オペレーションを読み解く, 化学工業日報社 (2020)

21



+
市場支配力の監視
■ NYISO: AMP  

(automatic Mitigation Procedure)

22

(Source) Potomac Economics: 2019 State of the Market Report for the New York ISO Markets (2020) 
https://www.nyiso.com/documents/20142/2223763/NYISO-2019-SOM-Report-Full-Report-5-19-2020-final.pdf/

bbe0a779-a2a8-4bf6-37bc-6a748b2d148e
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Figure 6: Summary of Day-Ahead and Real-Time Mitigation 
2018 - 2019  

 

AMP mitigation accounted for 36 percent of day-ahead mitigation and was down from 2018 in 
all areas of New York City.  This decreased primarily because of fewer congested intervals in-
city during 2019. 

As natural gas markets have become more volatile in recent years, generators have increasingly 
utilized the Fuel Cost Adjustment (“FCA”) functionality to adjust their reference levels in the 
day-ahead and real-time markets.  For instance, on gas days during the cold spell from December 
27, 2017 to January 8, 2018 an average of 1.9 GW (or 18 percent) of NYC generating capacity 
submitted FCAs for natural gas before the day-ahead market.  Even during mild conditions, 
significant numbers of generators often submit FCAs with their day-ahead and real-time offers.   

The FCA functionality is important because it allows a generator to reflect fuel cost variations 
closer to when the market clears.  This helps the generator to avoid being mitigated and 
scheduled when the generator would be uneconomic.  While it is important to ensure that 
generators are not mitigated inappropriately, the FCA functionality provides the opportunity to 
submit biased FCAs that might allow an economic generator to avoid being mitigated and 
subsequently scheduled.  Accordingly, we monitor for biased FCAs and the NYISO administers 
mitigation measures that impose financial sanctions on generators that submit biased FCAs under 
certain conditions.  Our review of the 2018/19 winter found little cause for concern in this regard 
due to the absence of severe volatility in the gas markets.   
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+
AMPの効果(シミュレーション)

19

Figure 5: Weak Treatment Shoulder Prices
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Figure 6: Strong Treatment Peak Prices
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(Source) B.J. Wilson and Lynne Kiesling: An experimental analysis of the effects of automated mitigation procedures on 
investment and prices in wholesale electricity markets, Journal of Regulatory Economics, Vol.31, No.3, pp.313-334 (2017)

このような 
定量評価が 
日本でも必要

市場支配力自動低減措置(AMP)あり市場支配力自動低減措置(AMP)なし

23



+
電力・ガス取引監視等委員会による
監視の状況

24

14

２-1.電取委事務局によるスポット取引の監視の状況について

z 今冬の卸電力市場スポット価格高騰を受け、電力・ガス取引監視等委員会事務局
は、旧一電（沖縄電力を除く９社）の売り入札に関する監視を強化。

z 以下について、確認・分析を行っている。

入札可能量の全体像確認・分析のポイント
① 売り入札量は右図の考え方に基づいて判断しているか
② 入札制約（特に燃料制約）を過大に見積もっていないか
③ 入札制約の運用（時間帯ごとの配分）は合理的か
④ 予備力を過大に確保していないか
⑤ 需要の見積もりを過大に見積もっていないか
⑥ ＨＪＫＳ（発電情報公開システム）に適切に情報を登
録しているか

確認・分析の方法
① 燃料制約等の考え方について調査票により調査
② 毎日売り入札量の根拠となるデータ提出を求め分析
③ サンプル的に電源ごとのデータなどより詳細なデータ提出を求め分析

供給力

自社小売り
需要

予備力
入札制約

（燃料制約等）
入札
可能量

他社への
相対卸

需要
(見積り)

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第55回制度設計専門会合, 資料4 (2021年2月5日) 



+
電力取引におけるインサイダー情報

■ Q2-1 
　電気事業におけるインサイダー情報とは何ですか。 

■ A2-1  
　認可出力10万キロワット以上の発電ユニットの、計画停
止、計画外停止、及び10万キロワット以上の出力低下に関す
る事実等です。  

■ Q6-5  
　燃料制約による出力低下については公表対象となりますか。  

■ A6-5  
　燃料の残量により、10万キロワット以上の出力低下が24時
間以上継続することが合理的に見込まれる場合は公表対象と
なります。(後略)

25

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会:  よくあるご質問, 2020年10月7日   
https://www.emsc.meti.go.jp/info/business/insider/pdf/20201007001.pdf



+
JEPXの発電情報公開システム(HJKS)
と広域機関の最大供給力予想の差異
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+HJKSと最大供給力との比較 
 (2020年12月～2021年1月)
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+
電力取引におけるインサイダー情報

■ Q1-1 
　インサイダー取引及びインサイダー情報の公表を行わないこ
とが、問題となる行為として適正取引ガイドラインに記載され
た背景について、教えてください。  

■ A1-1  
　卸電力市場の活性化のためには、市場の健全性と公正性を
確保し、市場参加者の信頼を得ることで、市場参加者の増加
や取引量の拡大につなげていくことが重要であると考えられ
たことから、発電ユニットの停止情報等の卸電力市場の価格
に重大な影響を及ぼす情報についてはインサイダー情報として
公表の対象とし、インサイダー情報を公表せずに行う取引につ
いてはインサイダー取引として問題となる行為と位置づけまし
た。

28

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会:  よくあるご質問, 2020年10月7日   
https://www.emsc.meti.go.jp/info/business/insider/pdf/20201007001.pdf



+
インバランス料金制度の課題

29

6 

 146 

 147 
 148 
各コマの「補正料金算定インデックス」の諸元となる広域エリア内の供給力及びエ149 
リア需要は、ゲートクローズ時点における予測値を用いる。 150 
なお、将来的（2024年度）には補正料金算定インデックスを各一般送配電事業者等151 
の予備率（広域予備率）と一本化することを目指す。 152 
 153 
以上、インバランス料金の算定方法の詳細をまとめると下図のとおりとなる。 154 

 155 

 156 
 157 

（６）需給ひっ迫時に講じられる各種の対策の取扱いについて 158 
需給ひっ迫時において一般送配電事業者は、通常の調整力に加えて、電源Ⅰ’や緊159 
急的に追加確保した自家発からの逆潮も供給力として活用する。更に、需給ひっ迫時160 
には、国によって、電気事業法に基づく電力使用制限や計画停電といった対策が講じ161 
られることがある。 162 
そのコマにおける電気の価値を適切にインバランス料金に反映させるためには、こ163 
れらの対策が講じられた際には、そのコストがインバランス料金に反映されることが164 

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会事務局: 2022年度以降のインバランス料金制度について(中間とりまとめ), 2019年12月17日

2022年度に制度変更することが既に決まっていた



+
市場玉切れ時の需給曲線

出典）電力・ガス取引監視等委員会: スポット価格の動向について, 2021年1月15日 
https://www.emsc.meti.go.jp/info/public/pdf/20210115002c.pdf
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+
電力・ガス取引監視等委員会による
「中間とりまとめ」

31

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第62回制度設計専門会合, 資料3-2 (2021年6月28日) 

21 

各社から提出された供給力の内訳（自社の設備容量・出力、他社受電分）及び出力

停止等の内訳（出力停止・低下、電源Ⅰ・Ⅰ’等）に基づき分析した。各社の供給力

変動については、①定期検査等による電源の停止・出力低下、②起動・停止時の起動

カーブによる供給力減少、③水力・太陽光など再エネ電源の変動等が主な理由である

との説明があった（詳細は別冊各社参考資料参照）。 

イ）その他制約 
「その他制約」について、揚水制約の数量及び算定方法、それ以外の制約の内訳（段

差制約、供給力変動リスク等）及び変動理由の提出を受け、不合理な点は無いことを

確認した（詳細は別冊各社参考資料参照）。 

ウ）予備力 
スポット入札時点の予備力について、自社需要の１％相当以下で設定されているこ

とが確認された。 

（検証④：買い入札価格・量の妥当性について） 
買い入札価格及び量の妥当性については、旧一電の買い入札価格・量が、価格高騰の

要因となったとの事実は確認されなかった。 

（検証⑤：グロス・ビディングの実施方法について） 
12 月下旬以降、３社（関西電力株式会社、中国電力株式会社、北陸電力株式会社）が、

一定期間グロス・ビディングを取りやめていたが、売入札量と買入札量を同程度に減ら

していることが確認された。したがって、約定価格への影響は極めて限定的であったと

考えられる。 

（検証⑥： HJKS への情報開示について） 
停止・出力低下について、適切に HJKS への情報開示が行われていたかについては、

一部事業者の登録漏れが確認されたものの、それ以外では現行ガイドラインに沿った開

示が行われていた。 
 
以上のとおり、これまでに入手した旧一電及び JERA からの提出データや公開ヒアリ

ング結果（詳細は３．１）参照）を前提とした監視・分析によれば、2020 年 12 月から

2021 年１月までの期間、旧一電及び JERA の取引に関して、相場を変動させることを

目的とした売り惜しみ等の問題となる行為があったとの事実は確認されなかった。  

38 

・ 電源Ⅰ’の稼働が少なくなった１月 19 日以降も、スポット市場価格は 200 円近

い水準の日が１月 22 日まで続いていたこと。 
 
３）2022年度に導入される新たなインバランス料金制度の効果 

前述のとおり、今冬においては、スポット市場価格やインバランス料金がスパイラル

的に上昇し、一部において調整力のコストや需給ひっ迫状況とは異なる動きをしていた

面もあった。 
今後も需給がタイトになった場合には、スポット市場で売り切れ状態が発生すること

があり得ることを考慮すると、こうした場合にもスポット市場価格が調整力のコストや

需給ひっ迫状況を反映する仕組みが重要である。 
この点、2022 年度に導入される新たなインバランス料金制度においては、スポット市

場価格に関係なく実需給断面において需給調整に用いた調整力のコストや需給ひっ迫

度合いからインバランス料金を算定する仕組みとなる。すなわち、スポット市場価格の

状況によらず、インバランス料金はそのコマにおける電気の価値を反映するようになる。 
スポット市場価格もインバランス料金の水準に影響を受けることから、2022 年度以

降は、今冬のように売り切れ状態が継続した場合においても、スパイラル的な高騰は発

生せず、需給の状況を離れて上昇することはなくなると考えられる。 
 
４）現状の市場関連制度についての評価と追加的対策の在り方 

 以上のとおり、現在の市場関連制度は完璧ではなかったともいえるが、より望ましい

仕組みへの改善はこれまでも検討が進められてきており、2022 年度から新たなインバ

ランス料金制度を導入することが予定されているなど、今冬の事象は、段階的な制度改

正の途上で生じたものであったと考えられる 24。 
 こうしたことも踏まえて、今回の高騰に際しては、2022 年度からの需給ひっ迫時のイ

ンバランス料金の上限 200 円/kWh を前倒しで導入するといった緊急的措置も講じられ

たところである。 
現在の市場関連制度は全て規程等を通じて公表されており、また改善に向けた議論も

公開で行われてきており、事業者は現在の制度を理解した上で参入していると言える。

また、相対取引や先物・先渡・ベースロード市場等といった手段を活用することでリス

                                            
24 諸外国の例を見ても、自由化による新規参入を進めながら、段階的に、より適切な

市場の形成に向け、不断の見直しを行っていくことが一般的。 

(p.38)

(p.21)
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論点整理: 価格高騰の発生要因

■ 1次事象：発電事業者 
■玉出し抑制→長期玉切れ状態→市場異常 

■ 2次事象：市場運営者 
■市場支配力監視の未成熟性 
■インバランス料金制度の未成熟性 

■ 3次事象：小売事業者 
■買い争い 
■デマンドレスポンスの不備

32

再掲
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まとめ：市場価格高騰問題の本質

■ 直接的な原因は、気温でも太陽光でもなく、原発。 
■ LNG在庫情報など海外では開示されている情報に多くの市
場プレーヤーがアクセスしづらく、疑心暗鬼や印象不安の
市場心理が発生しやすい状況になっている 

■ 発電容量の約8割が旧一般電気事業者9社の発電部門で占め
られており、強い寡占状態で非対称競争下にあること。そ
のような状態では、たとえ悪意がなくとも特定もしくは少
数のプレーヤーの不合理な行動が市場全体に大きな影響を
与えてしまいやすい 

■ 全面自由化からまだ5年しか経っておらず、市場設計が 
未成熟。市場取引に充分習熟していない小規模市場プレー
ヤーが多い中、市場に異常があった際のリスクの多くを背
負わされている

33

透明性・非差別性の問題
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